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環境保全型農業に対する農業者の意識調査の概要
【調査⽬的】
基幹的農業従事者の状況を把握し、環境保全型農業の持続的な推進を図るため、
環境保全型農業に対する農業者の意識（取組を維持・拡⼤するための課題等）を調査

【調査対象者】
１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者
２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者
３．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の継続を断念した農業者

【調査⼿法】
郵送⼜はインターネットによるアンケート調査

※各調査における調査数は、農業地域（北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中国・四国、九州・沖縄）
及び、作物分類（⽔稲、⻨・⾖類、いも・野菜類、果樹・茶、花き・その他）のバランスを踏まえて設定す
るものとし、意識調査においては調査対象者の世代バランスも考慮



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査

調査の概要
【調査対象者】 令和３年度に環境保全型農業直接⽀払交付⾦を受給している農業者
【調査期間】 令和４年７〜８⽉
【調査⼿法】 郵送⼜はインターネット等によるアンケート調査
【調査客体数】 送付先客体数︓2,237件 回収数︓1,625件

（回収率︓72.6%）

取組別件数 作物区分 農業地域・年齢

取組名 回収件数
有機農業 675
堆肥の施⽤ 324
カバークロップ 398
リビングマルチ 6
草⽣栽培 9
不耕起播種 2
⻑期中⼲し 14
秋耕 23
地域特認取組 174
計 1,625

72.2%

5.4%

13.0%

6.0%

3.4%

⽔稲

⻨・⾖

いも・野菜類

果樹・茶

花き・その他

（N=1,603）

5.3%

15.2%

15.8%

11.1%
3.2%

16.8%

14.0%

18.6% 北海道

東北

関東

北陸

東海

近畿

（N=1,616）

1.8%

8.2%

14.7%

21.6%

53.7%

34歳以下

35歳〜44歳

45歳〜54歳

55歳〜64歳

65歳以上

（N=1,576）
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１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

14.9%

11.2%

11.5%

51.4%

2.5%
7.0%

①3年後の環境保全型農業の意向
 3年後の環境保全型農業の取組意向としては、「現状維持で継続したい」が最も多く約51%であった。
拡⼤・⾼度化を希望する割合は約38%であった⼀⽅、継続困難・慣⾏へ転換を希望する割合は約10%であった。
今後の取組意向について地域別・年齢別にみると、44歳以下で特に拡⼤意向が⾼い傾向が⾒られた。

約10%が継続困
難・慣⾏への転

換を希望
38%が拡⼤・⾼度化

を希望

（N=1,537）

調査の結果

年齢別集計全体集計

凡例

３



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

②拡⼤・⾼度化したい理由
環境保全型農業を拡⼤・⾼度化したい主な理由としては、「経営をするうえで有利なため」の回答割合が最
も多く、次に「地域の⽣き物を守るため」、「⼦供たちの将来のため」の順となっている。

取組別にみると、有機農業では「⼦供たちの将来のため」の回答が多かった。
拡⼤・⾼度化したい理由について地域別・年齢別にみると、44歳以下では経営上の利点を挙げる割合が⾼い
傾向が⾒られた。

6%

3%

4%

7%

35%

39%

39%

39%

43%

52%

56%

0% 20% 40% 60%

その他

農協の⽅針だから

⾃治体の⽅針だから

地域（集落・農業者団体等）の…

販売価格が⾼いから

地域の景観を守るため

取引先から要望されているから

地球温暖化を防⽌するため

⼦供たちの将来のため

地域の⽣き物を守るため

経営をするうえで有利なため

0% 20% 40% 60% 80%

経営をするうえで有利なため
地域の⽣き物を守るため

⼦供たちの将来のため
地球温暖化を防⽌するため

取引先から要望されているから
地域の景観を守るため

販売価格が⾼いから
地域（集落・農業者団体等）の⽅針だから

⾃治体の⽅針だから
農協の⽅針だから

その他

有機農業 (N=275)
堆肥の施⽤ (N=110)
カバークロップ (N=116)
地域特認取組 (N=58)

全体集計

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

経営をするうえで有利なため
地域の⽣き物を守るため

⼦供たちの将来のため
地球温暖化を防⽌するため

取引先から要望されているから
地域の景観を守るため

販売価格が⾼いから
地域（集落・農業者団体等）の⽅針だから

⾃治体の⽅針だから
農協の⽅針だから

その他

34歳以下 (N=15)

35歳〜44歳 (N=67)

45歳〜54歳 (N=106)

55歳〜64歳 (N=130)

65歳以上 (N=244)

年齢別集計

取組別集計

(N＝578)
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１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

③縮⼩・辞めたい理由
環境保全型農業を縮⼩・辞めたい理由としては、「⾼齢化のため」が最も多く、次いで「販売価格が安く、
経営が安定しないから」の順となっている。

取組別にみると、いずれも⾼齢化が最⼤の要因だが、堆肥の施⽤やカバークロップでは販売価格が安いこと
が第2の要因となっている⼀⽅、有機農業や地域特認取組では⼈⼿不⾜が第2の要因となっている。

10%

1%

6%

7%

17%

22%

26%

39%

39%

50%

69%

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%

その他

地域住⺠の理解が得られないから

近隣の農業者の理解が得られないから

農地集積が進まず効率が悪いから

⿃獣による被害が⼤きいから

営農規模を拡⼤する中で⼿間のかかる環境保全型農業
が困難

気候変動により病害⾍や⽣育障害が増えており、化学農
薬・化学肥料の⼀律な５割低減が困難だから

⼈⼿不⾜のため

収量の低さや不安定さにより、経営が安定しないから

販売価格が安く、経営が安定しないから

⾼齢化のため

全体集計

0% 10%20% 30% 40%50% 60%70% 80% 90%

⾼齢化のため

販売価格が安く、経営が安定しないから

⼈⼿不⾜のため

収量の低さや不安定さにより、経営が安定しないから

化学農薬・化学肥料の⼀律な５割低減が困難だから

営農規模を拡⼤する中で⼿間のかかる環境保全型…

⿃獣による被害が⼤きいから

農地集積が進まず効率が悪いから

近隣の農業者の理解が得られないから

地域住⺠の理解が得られないから

その他

有機農業 (N=47) 堆肥の施⽤ (N=25) カバークロップ (N=52) 地域特認取組 (N=16)

取組別集計(N＝147)

５



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

④10年後の環境保全型農業の意向
 10年後の環境保全型農業の取組意向としては、「現状維持で継続したい」が最も多く約45%であった。
拡⼤・⾼度化を希望する割合は約37%であった⼀⽅、継続困難・慣⾏への転換を希望する割合は約15%であり、
3年後の取組意向と⽐べて継続困難とする回答割合は増加している。

今後の取組意向について地域別・年齢別にみると、44歳以下で特に拡⼤意向が⾼い傾向が⾒られた。

15%が継続
困難・慣⾏
への転換を

希望

37%が拡⼤・
⾼度化を希望

10.3%

13.3%

13.3%

44.6%

2.2%

12.7%

3.7%

（N=1,478）

全体集計 年齢別集計

凡例

６



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

⑤取組の維持拡⼤に向けた解決すべき課題
環境保全型農業を維持拡⼤するための課題としては、「後継者や担い⼿確保」が最も多く、次いで「交付⾦
の要件・事務⼿続きの⾒直し」となっている。

取組別にみると、特に有機農業では「環境保全型農業の技術向上」も⼤きな課題となっている。

4%

11%

13%

15%

18%

28%

30%

40%

43%

46%

47%

49%

56%

0% 20% 40% 60% 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

後継者や担い⼿の確保、マッチング

交付⾦の要件・事務⼿続きの⾒直し

環境保全型農業の技術向上

新たな機械・設備等の導⼊による省⼒化・効率化

収益性の向上

⼈⼿不⾜の解消

環境保全型農業に⽤いる資材の調達

農地の集積による効率化

近隣の農業者の理解

地域住⺠の理解

新たに取組を⾏う農地の賃借・取得

衛星画像やAIデータ分析等を活⽤した営農・経営の合理化

その他

有機農業 (N=675) 堆肥の施⽤ (N=324) カバークロップ (N=398) 地域特認取組 (N=174)

全体集計 取組別集計(N＝1,625)

７



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

⑥交付⾦に参加したきっかけ
交付⾦に参加したきっかけとしては、「農地・⽔・環境保全向上対策時代（平成19〜22年）から取り組んで
いる」が最も多く約43％で、次に「市町村の職員から紹介された」が約23%、「知り合いの農業者から聞い
た」が17%の順となっている。

（N=1,531）

42.7%

22.7%

5.2%

5.4%

16.6%

農地・⽔・環境保全向上対策時代から取り組んでいる

市町村の職員から紹介された

農協から紹介された

多⾯的機能⽀払や中⼭間地域等直接⽀払の活動組織で紹介
された
知り合いの農業者から聞いた

認証団体から紹介された

農林⽔産省等のウェブサイトを⾒た

MAFFアプリ・メルマガ等

その他

８

全体集計



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

⑦交付金の効果

交付⾦を受け取ることで安定継続できている農家が約72%と⼤半を占めた。
交付⾦の効果は、地域別・年齢別で⼤きな違いは⾒られなかった。

（N=1526）
4.6%

72.1%

23.3%

交付⾦がなくても安定的に継続できる 交付⾦があることで安定的に継続できる

交付⾦があっても安定的な継続は困難

全体集計
0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道 (N=82)

東北 (N=230)

関東 (N=230)

北陸 (N=166)

東海 (N=50)

近畿 (N=255)

中国四国 (N=217)

九州・沖縄 (N=287)

34歳以下 (N=23)

35歳〜44歳 (N=121)

45歳〜54歳 (N=215)

55歳〜64歳 (N=322)

65歳以上 (N=798)

交付⾦がなくても安定的に継続できる 交付⾦があることで安定的に継続できる

交付⾦があっても安定的な継続は困難

地域別・年齢別集計

９



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

⑧有機農業への取組意向（※有機農業取組農業者以外を対象）

有機農業への取組意向は、「とても取り組みたい」、「少し取り組みたい」の合計が約30%であった。
作物別にみると、特に「いも・野菜類」と「⻨・⾖類」で取り組みたい意向が⾼かった。
年齢別にみると、44歳以下で⽐較的意向が⾼い傾向が⾒られた。

（N=893）
※有機農業の取組で既に交付
⾦を受給している⼈を除いて
集計。

7.6%

22.2%

34.8%

14.7%

10.0%

10.8%

とても取り組みたい 少し取り組みたい どちらともいえない

あまり取り組みたくない 取り組みたくない 既に取り組んでいる

30％が有機農業への
取組意向がある

全体集計 作物区分別・年齢別集計

１０



１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

⑨有機農業に取り組む上での課題
有機農業に取り組む上での懸念としては、「収量が下がる懸念がある」の割合が最も多かった。
取組別にみると、現状有機農業の取組を⾏っていない者では特に「収量が下がる懸念がある」、「化学農薬
を使わない栽培が難しい」の回答が多くなっている。

10%

10%

10%

13%

14%

25%

29%

32%

41%

55%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

裏作で化学農薬・化学肥料を使うことがある

有機農業に適した農地がない

栽培技術を教わる機会がない

緩衝帯の設置が難しい

化学肥料を使わない栽培が難しい

⼈⼿が⾜りない

有利販売できる販路がない

化学農薬を使わない栽培が難しい

収量が下がる懸念がある

全体集計

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

収量が下がる懸念がある

化学農薬を使わない栽培が難しい

有利販売できる販路がない

⼈⼿が⾜りない

化学肥料を使わない栽培が難しい

緩衝帯の設置が難しい

栽培技術を教わる機会がない

有機農業に適した農地がない

裏作で化学農薬・化学肥料を使うことがある

その他

有機農業 (N=675) 堆肥の施⽤ (N=324) カバークロップ (N=398) 地域特認取組 (N=174)

取組集計
(N＝1,625)

１１



⑩有機農業の新⽀援制度への認識
約半数（51%）の農業者はR4年度から開始された有機農業⽀援の新制度について知らなかった。

（N=1,518）
8.3%

25.0%

16.1%

50.6%

知っていて、令和４年度に実施している 知っていて、今後機会があれば利⽤したい

知っているが、今後利⽤しようとは考えていない 知らなかった

１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦の取組農業者への意識調査（続き）

※本交付⾦では、令和4年度から有機農業（有機JAS認証相当）に新たに取り組む農業者の受⼊れ・定着に向けた技術指導等
の活動に対して新規取組⾯積あたり4,000円/10aの⽀援を⾏っています。

１２



２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査

調査の概要
【調査対象者】環境保全型農業直接⽀払交付⾦を受給していない農業者
【調査期間】 令和４年８⽉
【調査⼿法】 ウェブアンケート会社登録モニタから、スクリーニング調査によって交付⾦の⾮受給者を抽出

し、インターネットによるアンケート調査
【調査客体数】回収数︓815件

（うち環境保全型農業に取り組んでいない回答者︓505件）
（うち環境保全型農業に取り組んでいる回答者︓310件）

農業経営主／農業
経営者である

49.8%
農業経営主／農業経営
者の家族・世帯員である

35.0%

雇われて
いる

14.6%

その他 0.6%

⽔稲
33.9%

⻨・⾖
3.3%

いも・野菜
類 34.2%

果樹・茶
19.0%

花き・その他（そば等
雑穀・飼料作物等）

9.6%

活⽤して
いる

5.5%

活⽤して
いない

94.5%

北海道
5.0% 東北

14.5%

関東
29.3%

北陸
3.9%

東海
8.2%

近畿
10.9%

中国四国
15.2%

九州・沖縄
12.9%

農業地域 作物区分

回答者の農業経営主との関係 農林⽔産省の⽀援制度の活⽤状況

【回答者属性】

１３



２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）

（１）全ての農業者
①交付⾦の認知度
交付⾦の認知度は、「名前を聞いたこともない」が約62%を占めた。
交付⾦の認知度に就業形態、年齢別では明確な違いは⾒られなかった。

知っていて、要件等を理解している 4.9%

名前を聞いたことはあ
る 33.5%

名前を聞いたこともな
い 61.6%

(N=815)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業経営主／農業経営者である

農業経営主／農業経営者の家族・世帯員である

雇われている

その他

全体集計 就業形態別・年齢別集計

調査の結果
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２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）

②交付⾦の情報源
交付⾦について「知っていて、要件を理解している」及び「名前を聞いた事がある」と回答した⼈の情報源
は、「知り合いの農業者から聞いた」、「農協から紹介された」が多くなっている。

交付⾦を知った情報源に年齢別の明確な違いは⾒られなかった。

15.7

38.7

10.9

39.3

3.2

13.1

5.1

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町村の職員から紹介された

農協から紹介された

多⾯的機能⽀払や中⼭間地域等直接⽀払の活動
組織で紹介された

知り合いの農業者から聞いた

認証団体から紹介された

農林⽔産省等のウェブサイトを⾒た

MAFFアプリ・メルマガ等

その他【 】

(N=313)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

市町村の職員から紹介された

農協から紹介された

多⾯的機能⽀払や中⼭間地域等直
接⽀払の活動組織で紹介された

知り合いの農業者から聞いた

認証団体から紹介された

農林⽔産省等のウェブサイトを⾒た

MAFFアプリ・メルマガ等

その他

18-34歳 (N=70)

35-44歳 (N=49)

45-54歳 (N=66)

55-64歳 (N=65)

65歳以上 (N=63)

全体集計 年齢別集計
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（２）環境保全型農業に取り組んでいない者

①環境保全型農業への取組意向
環境保全型農業への取組意向がある⼈は、約46%程度であった。
環境保全型農業への取組意向は44歳以下と65歳以上で⽐較的⾼かった。

取り組みたい 5.5%

どちらかといえば取り組みたい
40.0%

どちらかといえば取り組みたくない 27.5%

取り組みたくない 26.9%

(N=505)

全体集計 年齢別集計

２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）
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②実施したい環境保全型農業の取組
実施したい取組は、34歳以下では有機農業が多い⼀⽅、35歳以上では化学肥料・化学農薬の5割低減が多かっ
た。

全体集計

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

化学肥料の5割低減

化学農薬の5割低減

有機農業

主として堆肥を⽤いた施肥

カバークロップ

リビングマルチ

草⽣栽培

不耕起播種

中⼲し期間の延⻑

⽔稲の秋起こし

冬期湛⽔

江の設置

バイオ炭の農地施⽤

IPM

その他の環境に優しい取組

18-34歳 (N=51)

35-44歳 (N=58)

45-54歳 (N=42)

55-64歳 (N=36)

65歳以上 (N=43)

年齢別集計

２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）

44.3

35.2

30.9

13.5

1.3

4.8

10.0

4.8

7.4

10.9

0.9

0.4

10.0

8.7

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

化学肥料の5割低減（慣⾏⽔準の半分以下）

化学農薬の5割低減（慣⾏⽔準の半分以下）

有機農業（無化学肥料・無化学農薬栽培）

主として堆肥を⽤いた施肥（C/N⽐10以上の堆…

カバークロップ

リビングマルチ

草⽣栽培

不耕起播種

中⼲し期間の延⻑

⽔稲の秋起こし

冬期湛⽔（ふゆみずたんぼ）

江の設置（⽔⽥内ビオトープの設置）

バイオ炭の農地施⽤

IPM（総合的病害⾍・雑草管理）

その他の環境に優しい取組【 】

(N=230)

１７



③取り組みたい理由
「取り組みたい」及び「どちらかといえば取り組みたい」と回答した⼈の取り組みたい理由は、「地域の⽣
き物を守るため」が最も多く、次いで「経営をするうえで有利なため」となっている。

30.9

20.0

3.5

3.0

8.3

4.3

33.0

28.3

16.1

23.9

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営をするうえで有利なため

販売価格が⾼いから

取引先から要望されているから

⾃治体の⽅針だから

農協の⽅針だから

地域（集落・農業者団体等）の⽅針だから

地域の⽣き物を守るため

地球温暖化を防⽌するため

地域の景観を守るため

⼦供たちの将来のため

その他【 】

(N=230)

２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

経営をするうえで有利なため

販売価格が⾼いから

取引先から要望されているから

⾃治体の⽅針だから

農協の⽅針だから

地域（集落・農業者団体等）の⽅針
だから

地域の⽣き物を守るため

地球温暖化を防⽌するため

地域の景観を守るため

⼦供たちの将来のため

その他

18-34歳 (N=51)

35-44歳 (N=58)

45-54歳 (N=42)

55-64歳 (N=36)

65歳以上 (N=43)

年齢別集計全体集計
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２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）

④環境保全型農業に取り組もうと思わない理由及び開始するための課題
「取り組みたくない」及び「どちらかといえば取り組みたくない」と回答した⼈の取り組みたくない理由は、
⼈⼿不⾜が最も多く、次いで「⾼齢化のため」となっている。

環境保全型農業を開始するための課題としては、「後継者や担い⼿確保」が最も多く、次いで「⼈⼿不⾜の
解消」となっている。

 65歳以上では担い⼿の確保が特に多く挙げられた。

40.4

44.7

13.1

12.4

27.6

22.9

10.9

17.5

1.8

4.0

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⾼齢化のため

⼈⼿不⾜のため

営農規模を拡⼤する中で⼿間のかかる環境保全型農
業が困難

農地集積が進まず効率が悪いから

販売価格が安く、経営が安定しないから

収量の低さや不安定さにより、経営が安定しないから

⿃獣による被害が⼤きいから

気候変動により病害⾍や⽣育障害が増えており、化学
農薬・化学肥料の５割低減が困難だから

近隣の農業者の理解が得られないから

地域住⺠の理解が得られないから

その他【 】 (N=275)

取り組みたくない理由 開始するための課題

１９

33.1

28.1

8.5

21.8

23.6

22.2

0.0

16.8

4.8

15.2

19.8

11.1

12.1

24.2

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後継者や担い⼿の確保、マッチング

⼈⼿不⾜の解消（⼀部作業の外部委託、トラクター等機械…

新たに取組を⾏う農地の賃借・取得

農地の集積による効率化

化学農薬の低減に関する技術の習得

化学肥料の低減に関する技術の習得

その他の環境保全型農業の技術習得【 】

新たな機械・設備等の導⼊による省⼒化・効率化

衛星画像やAIデータ分析等を活⽤した営農・経営の合理化

環境保全型農業に⽤いる資材（堆肥、有機質肥料、⽣物…

収益性の向上（収量・品質の向上や安定化、有利販売でき…

近隣の農業者の理解（有機農業の取組における⾶散・流⼊…

地域住⺠の理解

取組による掛かり増し経費の⽀援

その他【 】 (N=505)



２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）

（３）環境保全型農業に取り組んでいる者
①環境保全型農業を⾏っている理由
環境保全型農業を⾏っている理由は、「経営をするうえで有利なため」が最も多かった。年齢別では45歳以
上は⽣き物を守るため・地球温暖化の防⽌が多く挙げられた⼀⽅、44歳以下では経営上有利であることが多
く挙げられた。

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

経営をするうえで有利なため

販売価格が⾼いから

取引先から要望されているから

⾃治体の⽅針だから

農協の⽅針だから

地域（集落・農業者団体等）の⽅針だから

地域の⽣き物を守るため

地球温暖化を防⽌するため

地域の景観を守るため

⼦供たちの将来のため

その他

18-34歳 (N=62)

35-44歳 (N=62)

45-54歳 (N=62)

55-64歳 (N=62)

65歳以上 (N=62)

全体集計 年齢別集計

28.1

10.0

8.4

5.8

14.5

10.3

27.1

25.2

22.6

24.8

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営をするうえで有利なため

販売価格が⾼いから

取引先から要望されているから

⾃治体の⽅針だから

農協の⽅針だから

地域（集落・農業者団体等）の⽅針だから

地域の⽣き物を守るため

地球温暖化を防⽌するため

地域の景観を守るため

⼦供たちの将来のため

その他【 】

(N=310)
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２．環境保全型農業直接⽀払交付⾦に取り組んでいない農業者への意識調査（続き）

②交付⾦を利⽤していない理由
交付⾦を利⽤していない理由としては、交付⾦のことを「良く知らない・分からないから」が最も多かった。
交付⾦を申請していない理由に年齢別では明確な傾向は⾒られなかった。

26.1

5.2

7.4

17.7

2.3

4.8

9.4

59.0

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業者団体を組むことが困難であり、単独の農業者とし
て参加する場合の⾯積要件を満たすことも困難だから

みどりのチェックシートの取組実施が困難だから

推進活動の実施が困難だから

交付⾦の事務⼿続きが煩雑だから

有利販売できており交付⾦がなくても安定的に環境保
全型農業を継続できるから

⽣産コストの削減により交付⾦がなくても安定的に環境
保全型農業を継続できるから

交付単価が低いから

交付⾦のことをよく知らない・わからないから

その他【 】

(N=310)

全体集計 年齢別集計

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

農業者団体を組むことが困難であり、単独の
農業者として参加する場合の⾯積要件を…

みどりのチェックシートの取組実施が困難だから

推進活動の実施が困難だから

交付⾦の事務⼿続きが煩雑だから

有利販売できており交付⾦がなくても安定的
に環境保全型農業を継続できるから

⽣産コストの削減により交付⾦がなくても安定
的に環境保全型農業を継続できるから

交付単価が低いから

交付⾦のことをよく知らない・わからないから

その他

18-34歳 (N=62)
35-44歳 (N=62)
45-54歳 (N=62)
55-64歳 (N=62)
65歳以上 (N=62)
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３．過去に交付⾦を受給していた農業者への意識調査

調査の概要
【調査対象者】過去に交付⾦を受給していた農業者への調査
【調査期間】 令和４年７〜８⽉
【調査⼿法】 郵送及びインターネットによるアンケート調査
【配布・回収数】配布数︓100件 回収数︓58件

32% 68%

活⽤している 活⽤していない
25% 18% 39% 5% 5%

カバークロップ 堆肥の施⽤
有機農業 リビングマルチ
草⽣栽培 不耕起播種
⻑期中⼲し 秋耕
上記以外の地域特認取組

70% 4% 9% 11% 7%

⽔稲 ⻨・⾖ いも・野菜類 果樹・茶 花き・その他

属性 取組時の取組名・作物区分

農林⽔産省の他の制度の活⽤状況（N=56） 取組名（N=56）

作物区分（N=57）

5% 9% 12% 18% 7% 16% 9% 25%

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国四国 九州・沖縄

8% 8% 25% 60%

34歳以下 35歳〜44歳 45歳〜54歳 55歳〜64歳 65歳以上

農業地域（N=57）

年齢（N=53）
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３．過去に交付⾦を受給していた農業者への意識調査（続き）

①環境保全型農業の取組を断念した理由
環境保全型農業の取組を断念した理由としては、「⾼齢化のため」が最も多く、次いで「販売価格が安く、
経営が安定しないから」となっている。また、「交付⾦の申請は辞めたが、環境保全型農業は続けている」
の回答が半数を占めていた。 （N＝５８）

29%

24%

22%

21%

17%

14%

5%

3%

2%

0%

28%

50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

⾼齢化のため

販売価格が安く、経営が安定しないから

⼈⼿不⾜のため

気候変動により病害⾍や⽣育障害が増えており、化学農薬・化学肥料の⼀律な５割低減が困難だから

収量の低さや不安定さにより、経営が安定しないから

営農規模を拡⼤する中で⼿間のかかる環境保全型農業が困難

⿃獣による被害が⼤きいから

農地集積が進まず効率が悪いから

地域住⺠の理解が得られないから

近隣の農業者の理解が得られないから

その他

交付⾦の申請は辞めたが、環境保全型農業は続けている

調査の結果
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３．過去に交付⾦を受給していた農業者への意識調査（続き）

②必要な⽀援
環境保全型農業を継続・再開するために必要だと考える⽀援等としては、「有利販売できる販売先とのマッ
チング」が最も多く、次いで「収量減少に対する補填」「⼈⼿不⾜の解消」の順となっている。

（N＝５８）
47%

34%

31%

31%

29%

28%

24%

17%

17%

14%

14%

12%

10%

3%

3%

3%

9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

有利販売できる販売先とのマッチング

収量減少に対する補填

⼈⼿不⾜の解消

交付⾦の要件・事務⼿続きの⾒直し（提出・保管書類の量）

省⼒化や効率化に資する機械・設備等の導⼊⽀援

環境保全型農業に⽤いる資材（堆肥、有機質肥料、⽣物農薬等）の⼊⼿⽀援

後継者や担い⼿の確保、マッチング

農地の集積による効率化促進

交付⾦の要件・事務⼿続きの⾒直し（団体・⾯積要件）

有利販売につながる認証・マークの取得⽀援

交付⾦の要件・事務⼿続きの⾒直し（化学農薬・肥料低減要件）

交付⾦の要件・事務⼿続きの⾒直し（推進活動）

環境保全型農業の技術習得⽀援

新たに取組を⾏う農地の賃借・取得⽀援

営農・経営の合理化に資する衛星画像や AI データ分析等の導⼊⽀援

近隣の農業者との合意形成

その他
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